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業績の推移（連結）
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2025年度連結決算（経常利益 前期比の主な増減要因）
①～⑧対応セグメント
■発電事業 ■送変電事業 ■海外事業 ■電力周辺関連事業・その他の事業 ■複数セグメント横断

【特別損失計上】

・豪州再エネプロジェクト
における減損

・大間計測制御機器類
の固定資産除却損

・高砂火力固定資産等
の減損

・陸上風力開発案件
取止めに伴う減損
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2026年度業績予想（経常利益 前期比の主な増減要因）
①～⑧対応セグメント
■発電事業 ■送変電事業 ■海外事業 ■電力周辺関連事業・その他の事業 ■複数セグメント横断
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株主還元

◆ 株主還元の基本的な考え方

総還元性向30%を目安に、利益水準、業績見通し、
財務状況等を踏まえた上で、安定的かつ継続的な
還元充実に努める

中期経営計画2024-2026の期間中は、1株あたり
100円を下限とする

 2025年5月より総還元性向を導入しました。総還元性向30%を目安に、利益水準、業績見通し、
財務状況等を踏まえた上で、安定的かつ継続的な還元充実に努めます。

 上記に基づき、2025年度に総額200億円の自己株式の取得を実施、取得した自己株式は2026年5月に
消却しています。

 2027年3月期は、中期経営計画で掲げた目標を達成する見通しであることを踏まえ、1株あたり5円増配し、
105円（うち中間配当50円）の配当を予定しています。
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◆ 主な指標の推移

※ 2025年度期末配当は第74回株主総会の
議案として上程
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重点項目① 持続可能な収益源の確立と成長

8

 発電電力量の増大と環境価値の実現により、収益向上と更なる成長を目指します。

収益の向上

◆ 国内再生可能エネルギー事業

発電電力量の増大

国内再生可能エネルギー発電電力量

2030年度までに 年間+40億kWh*1

コーポレートPPA※2等も用いて
 環境価値を最大化

環境価値の実現

2026年3月2日
北九州響灘洋上ウインドファーム 運転開始

2025年12月3日
奥只見発電所3号機の出力増加

2025年5月27日
北九州市響灘太陽光発電所 営業運転開始
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発電電力量の増大
新設・更新による設備出力の拡大や稼働率向上などの取り組みを実施

*1 2022年度比    *2企業や自治体などの需要家が、発電事業者から再生可能エネルギーの電力・環境価値を長期に亘って購入する契約

※ 画像提供：ひびきウインドエナジー株式会社



重点項目① 持続可能な収益源の確立と成長
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 発電電力量の増大と環境価値の実現により、収益向上と更なる成長を目指します。

収益の向上

◆ 国内再生可能エネルギー事業

発電電力量の増大

国内再生可能エネルギー発電電力量

2030年度までに 年間+40億kWh*1

コーポレートPPA※2等も用いて
 環境価値を最大化

環境価値の実現

環境価値の最大化
コーポレートPPAの仕組みを活用して環境価値を最大化しながら
需要家の脱炭素へ直接貢献

• 環境価値の最大化

• 再生可能エネルギー
開発の加速

追加性のある環境価値を
長期にわたって供給

• 将来排出されるCO2
の確実な削減

• 将来の環境価値調
達価格の固定化

需要家

長期的な目線で
環境価値を評価
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バーチャルPPA*1の仕組み

*1 コーポレートPPAの1つの形態 *2 日本卸電力取引所

小売事業者JEPX*2

1 3

1

需要家は、これまで同様、
小売電気事業者から電気を購入3

発電所由来の環境価値(非化石
証書)を需要家に直接供給

2
需要家発電所

2

発電所で発電した電気は、
日本卸電力取引所(JEPX)に販売

*1 2022年度比    *2企業や自治体などの需要家が、発電事業者から再生可能エネルギーの電力・環境価値を長期に亘って購入する契約



重点項目① 持続可能な収益源の確立と成長
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◆ 海外事業
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 機動的・効率的な事業推進体制を整え、海外事業の規模・エリアを拡大中

インドネシア国Mulya Energi Lestari社が
Tomuan水力発電所の建設工事を開始

1

2 3

米国チャージャー太陽光発電所
を建設決定

スペイン国における浮体式洋上風力
発電の実証試験プロジェクトに参画

連結子会社化したGenex Powerを通じた
オーストラリアでの再生可能エネルギー開発

アジア
欧州・中東

Genex Power

J-Power USA

欧州
中東

再生可能エネルギーや水素等の
先進事例発掘・参画など アジア 火力トランジションへの関与、

中小水力開発への参画など

米州
オセアニア

開発プラットフォームを通じた連続的
な再生可能エネルギー案件開発など

オセアニア

米州

1

2

アセットポートフォリオ
入れ替え中

3
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重点項目② 2030年代事業ポートフォリオへの布石

  適合性審査は、2024年11月に基準津波、2025年5月に基準地震動について概ね妥当と評価され、
 2025年6月からはプラント審査が開始されるなど、着実に進展しています。

 2026年5月に、2025年度長期脱炭素電源オークション※の結果が公表され、本計画の落札が決定しました。

◆ 大間原子力発電所計画

地点 青森県下北郡大間町

燃料種別 濃縮ウランおよびウラン・プルトニウム混合酸化物(MOX)

電気出力 1,383 MW

原子炉型式 改良型沸騰水型軽水炉(ABWR)

運転開始時期 未定

※ 脱炭素電源への新規投資を促すために、発電事業者の長期的な投資回収予見性を確保することを目的に導入された入札制度

計画概要
2025年度の長期脱炭素電源オークションで大間原子力の落札が決定
長期脱炭素電源オークションを活用しつつ、受電会社との協議を本格化

適合性審査・建設工事の流れ
適合性審査では、2025年6月よりプラント審査対応中
現地では新規制基準の影響を受けない範囲で敷地造成などの準備工事を実施

  適合性審査に適切に対応し、早期の安全強化対策工事開始を目指します。
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議案 ＜会社提案＞

剰余金の処分の件第1号議案

取締役（監査等委員である取締役を除く。）
11名選任の件

第2号議案

監査等委員である取締役4名選任の件第3号議案
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議案 ＜株主提案＞

当社取締役会は、第4号議案の株主提案につきまして、
  反対しております。

定款一部変更の件第4号議案
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気候変動に対する当社の方針・取り組み

わたしたちは人々の求めるエネルギーを不断に提供し、 
 日本と世界の持続可能な発展に貢献する企業理念
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気候変動に対する当社の方針・取り組み

 2030年度に、国内発電事業のCO2排出量を、2013年度比で46％削減する目標を掲げ、段階的な中間
目標を設定して、取り組んできました。

 2025年度においては、当初目標を上回る削減実績を達成しています。
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気候変動に対する当社の方針・取り組み

 当社の気候変動対応の特徴は、単一の技術に依存するのではなく、時間軸に応じて事業ポートフォリオそのもの
を転換していく点にあります。

 足元では既存電源を活用しながら排出量を削減し、2030年代に向けて再生可能エネルギーや原子力を含む
CO2フリー電源を中核とした事業ポートフォリオへと段階的にトランジションしていく方針です。
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気候変動に対する当社の方針・取り組み

※情報開示（例）：気候変動関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-related Financial Disclosures : TCFD）提言に基づく開示

 今後も統合報告書やTCFD提言に基づく開示等を通じ、気候変動対応に関する情報開示および
株主・投資家の皆様との対話を継続しつつ、長期的な企業価値向上に資する経営判断を行ってまいります。
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【ご参考】 以下のリンクからご覧ください。

 TCFD提言に基づく開示（2026年5月20日公表）
https://www.jpower.co.jp/sustainability/environment/climate_change/tcfd/

 J-POWERグループ統合報告書2025（2026年度版は2026年9月発行予定）
https://www.jpower.co.jp/ir/library/integrated_report/

 中期経営計画2024-2026（2024年5月9日公表）
https://www.jpower.co.jp/ir/pdf/2405mediumtermmanagementplan.pdf
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将来見通しに関する注意事項

本書には、当社又は当社グループに関連する見通し、計画、目標などの将来に関する記述がなされています。これらの記

述は、当社が現在入手している情報に基づき、本書の作成時点における予測等を基礎としてなされたものです。また、これ

らの記述は、一定の前提（仮定）の下になされています。これらの記述または前提（仮定）が、客観的には不正確であ

る、または将来実現しないという可能性があります。

また、本書に記載されている当社及び当社グループ以外の企業等にかかわる情報は、公開情報等から引用したものであり、

かかる情報の正確性・適切性等について当社は何らの検証も行っておらず、また、これを保証するものではありません。

*金額等の表示について
億円未満、億kWh未満は切り捨てて表示しています。
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https://www.jpower.co.jp/
電源開発株式会社 
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